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第二種市街地再開発事業の流れ
管理処分方式（用地買収方式）の概要。第一種の権利変換方式とは異なります。

新銀座法律事務所｜法令・資料確認：2026年9月18日 1

1 都市計画・事業の種類の確認
所在地の自治体で、区域、事業名、施行者、事業の進行段階を確認します。

2 事業計画の決定・認可等
施行者の類型に応じた手続・公告を確認。説明会資料と公告・通知を保存します。

3 譲受け・賃借りを希望する申出
新建物等の譲受け・賃借りを希望する場合は、法定の対象・要件・申出期間を確認します。

4 管理処分計画の作成・手続
希望する建物・区画、計画の内容、借家条件等を確認し、所定の意見提出等を検討します。

5 用地取得・補償・明渡し
買収・収用等の手続と、権利・移転等に対する補償を確認。権利変換期日による移行とは異なります。

6 建築工事・工事完了
仮住居や仮店舗、再開の準備、営業許可、内装工事等の条件・費用負担を確認します。

7 建物等の引渡し・賃貸等・清算
管理処分計画に基づく譲渡・賃貸等の条件を確認。清算等の手続に対応します。

※ 図は概略です。取得・協議等が並行する場合があります。第一種の「30日」を
そのまま当てはめず、当該事業の公告・通知と法第四章を確認してください。

根拠：都市再開発法第四章（e-Gov）／参照：国土交通省「市街地再開発事業」
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